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合意に基づく養育費の請求は、民事訴訟によるべきとした事例

事実の概要

　本件は、Ｘが家事審判において元夫Ｙに対し、
合意に基づく養育費の支払を請求した事案であ
る。
　ＸとＹとは、婚姻後 4人の子をもうけ、子らの
親権者をいずれも母であるＸと定めて協議離婚を
した。Ｙは、Ｘとの間で子らの養育費として、子
らが高校を卒業する 3月まで 1人につき 1か月 3
万円を支払う旨の合意（以下「本件合意」という。）
をし、Ｘにその旨の誓約書を交付した。ＸとＹと
は、その後、離婚協議書（以下「本件協議書」という。）
を作成したが、そこには、ⓐＸが本件協議書の条
項を守らなかった場合、Ｙは養育費の支払を終了
する、ⓑＸ、Ｙ及び子らは、他方及びその親族又
は関係者を訪ねる等の連絡をしない等の条項が規
定されていた。
　Ｘは、Ｙを相手方とし、原裁判所（家裁）に対し、
本件合意に基づく養育費の支払を求める家事調停
を申し立てたが、調停は調わず、本件は審判に移
行した。Ｙは、Ｘに本件協議書ⓑ条項の違反があ
るので、ⓐ条項に基づき養育費の支払を終了する
旨を主張したが、本件が家裁の審判事項に属する
か否かにつき争った模様はない。
　原審（千葉家松戸支審令 4・9・16）は、家裁の
審判事項につき格別問題視しないまま、本件合意
の成立を前提に、本件協議書ⓑ条項の違反も事情
変更も認められないとして、本件合意に基づくＹ
の養育費支払義務を肯定し、Ｘの申立てを認める

審判をした。
　Ｙ即時抗告。抗告理由は、不明であるが、本決
定からは家裁の審判事項につき争う主張は窺えな
い。Ｙは、抗告審において、ⓑ条項のほか、本件
協議書の別の条項（口外禁止等に係わる誓約条項）
違反も、養育費支払の終了事由として付加して主
張した。

決定の要旨

　「相手方（Ｘ）が、本件合意に基づき、抗告人（Ｙ）
に対し、子らの養育費を支払うよう命じることを
求める場合には、地方裁判所に対し、Ｙを被告と
する訴えの提起をし、判決を求める民事訴訟手続
によるべきであって、これを家庭裁判所に対して
求めることはできない。…（略）…
　家庭裁判所は、子の監護について必要な事項
の定めをする場合には、家事事件手続法 154 条 3
項により、付随処分として財産上の給付を命じる
ことができ、そのような給付を命じる裁判は、同
法 75 条により、執行力のある債務名義と同一の
効力を有するものとされているが、本件において
は、本件合意が民法 766 条 3 項に基づいて変更
されたわけではなく、新たな法律関係が形成され
たとも言えないのであるから、家事事件手続法
154 条 3項に基づき、何らかの給付を命じること
もできない。…（略）…
　Ｘが、本件合意に基づき、Ｙに対し、子らの養
育費を支払うよう命じることを求める場合には、
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地方裁判所に対し、Ｙを被告とする訴えの提起を
して判決を求める民事訴訟手続によるべきであっ
て、これを家庭裁判所に対して求めることはでき
ない。」

判例の解説

　一　問題点の所在
　本件の問題点は、権利者と義務者が合意によっ
て養育費を定めたにもかかわらず、義務者が履行
しない場合、養育費の請求は、民事訴訟によるべ
きか、そして家裁の家事審判によることは許され
ないかである。合意が、公正証書や家裁の調停調
書の形式による場合には、これらを債務名義とし
て強制執行をすることが可能であり、通常、問題
にならないが、それ以外の場合、合意の実現のた
めに債務名義を得る必要があるので、問題が生じ
る。

　二　過去の裁判例
　この点について判断を示した最高裁判例はない
ようである。下級審の事例としては、東京地判平
元・3・7 及び東京地判平元・10・25（いずれも
判タ 723 号 241 頁）、東京地判平 26・5・29（判例
集未登載・LEX/DB25519560）、東京地判平 29・1・
12（判例集未登載・LEX/DB25538917）等が、合意
に基づく養育料の請求は民事訴訟によることが可
能であることを前提とした判断をしている。
　これに対し、神戸家姫路支審平 12・9・4（家
月 53 巻 2号 151 頁）は、権利者が家事審判におい
て合意に基づく養育費の支払を請求した事案につ
き、家裁の審判事項を格別問題視しないまま、実
体的な判断に入った上、養育費の負担義務を否定
して申立てを却下した。ただし、本審判は、養育
費の合意を認定しつつも、その合意にかかわりな
く（その理由の記載はない。）、具体的な養育費の負
担義務を審判時の双方の生活状況から判断してい
るので、合意に基づく養育費の請求につき、家事
審判によることが可能と判断した事案とはいえな
い。

　三　学説
　本件の問題点を論じた文献が多く存在する訳で
はないが、当事者間に養育費の合意がある場合に

は、民事訴訟による請求を可能とする見解が有力
とされている１）。その理由は明記されていないが、
当事者間で養育費の金額、履行期を定めた合意が
成立している以上、当該合意に基づく具体的な請
求権が発生しており、その履行を求める訴えは当
然に適法とするものと考えられる。この見解によ
れば、当事者間で協議（合意）が既に成立してい
る以上、家裁において養育費の内容につき当事者
間の協議に代わる審判をする筋合いはないという
ことになろう。
　これに対し、権利者が養育費の合意を主張して
いても、その成否について義務者との間で争いが
あるときには、既に債務名義が存在する場合を除
き、協議が調わないものとして、権利者は家裁に
家事審判の申立てをすべきで、民事訴訟によるこ
とは許されないとする見解もある２）。この見解は、
①養育費につき、訴えを提起することができると
すると、法律（旧家事審判法）が民事訴訟による
ことを不当とした事実関係の審理を、弁論主義・
口頭主義に基づき、公開の法廷で行わざるを得な
くなること、②民法 880 条は、事情変更による
変更又は取消しの対象として協議又は審判を想定
しており、判決を想定していないことを根拠に挙
げる。

　四　検討
　❶民法766条 2項は、子の監護に要する費用（養
育費）の分担について必要な事項の協議が調わな
いとき、又は協議をすることができないときは、
家裁が同項の事項を定めると規定し、❷同3項は、
必要があると認めるときは、家裁が当事者間の協
議又は家裁の定めた内容を変更し、相当な処分を
命ずることができると定めている。そして、❸家
事事件手続法 154 条 3 項は、家裁が子の監護に
要する費用を定める場合には、当事者に対し、財
産上の給付を命じることができると定めている。
❸の趣旨は、仮に子の監護に要する費用の定めを
する審判において金額及び方法等を定めて法律関
係を形成することのみにとどめるとすると、権利
者は審判によって形成された法律関係の実現を求
めて、改めて給付を求める裁判を提起しなければ
ならなくなるが、これは迂遠であり、家事審判手
続における迅速処理の要請に反するので、給付も
同時に命じ得ることとしたとされる３）。
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　上記のような規律からすると、家裁は、飽くま
でも、❶当事者間に養育費の協議が調わないとき
に、協議に代わるものとして支払義務の内容を
形成することができ４）、また、❷協議が成立して
いても、そこで定められた養育費の内容を変更す
る必要があるときに支払義務の内容を変更するこ
とができるのであり、❸これらの場合に付随処分
として、養育費の支払を命じる（給付の審判をす
る）ことができるということになる。そうすると、
当事者間に既に協議（合意）が成立しており、か
つ、当該合意の内容を変更する必要もないときに
は、家裁は養育費の支払義務の内容を新たに形成
したり、変更したりする根拠を欠くというほかな
く、したがって給付を命じる審判をする余地もな
い。すなわち、家裁が、協議に代わる審判や協議
を変更する審判をしないにもかかわらず、既にあ
る合意の結果の実現（強制執行）のためだけに給
付の家事審判をすることは許されないというほか
ない。
　反対説は、先に挙げたように三①及び②を根拠
として挙げる。しかしながら、①は養育費の審理
について、旧家事審判法（家事事件手続法）が民
事訴訟によることを一律に不当としているという
結論を先取りした議論であるし、この点をひとま
ず措くとしても、当事者間の合意に基づく養育費
の請求であれば、請求原因としては当該合意と（合
意の内容次第によって）協議離婚の成立程度であ
り、抗弁等も含めて審理の対象となる事実は自ら
限定されたものとなり、民事訴訟の審理に委ねる
ことが不当ということはできない（なお、家裁に
おける養育費の算定方法自体、今日では、定型化し
た簡易迅速な方法による算定方法が実務に定着して
いる５）。）。②についても、なるほど民法 880 条に
判決の変更又は取消しとは規定されていないが、
変更するのは判決というより、そこで認定がされ
た協議というべきであるから（家事審判は、当事
者の協議に代わり養育費を定めるのに対し、判決は、
協議（合意）に基づく請求権の有無を確定するもので、
協議と独立して養育費を定めるものではない。）、こ
れも決定的な理由とはならない。
　そうすると、権利者において養育費の合意が存
在すると主張する以上、その請求は民事訴訟によ
るべきであり、家事審判によることは許されない
と解するほかない（民事訴訟による方法では救済が

遅れる恐れがあるとすれば、仮差押えや仮払仮処分
等の申立てをする余地もあろう。）。
　ところで、養育費の合意が、口頭の合意による
場合等については、その立証が困難ということも
あり得る。しかしながら、立証の成否は、訴訟に
おける審理の結果次第であり、原告が口頭の合意
の存在を主張する以上、受訴裁判所は、合意に基
づく養育費の請求権につき審理をするほかない
（一定の段階で、立証が足りない旨の心証を開示した
上、訴えを取り下げて、家事審判を申し立てる意向
があるか否かにつき、釈明権を行使することはあり
得よう。）。逆に家裁も、口頭によるものであった
としても合意に基づく養育費請求の家事審判又は
調停の申立てを受理した場合には、申立人の真意
を確認した上、五に掲げるような場面ではない限
り、民事訴訟によるべき旨の教示をして、申立て
の取下げを促すべきである。その意味で、当事者
間に養育費の合意がある場合には、民事訴訟によ
るべきというのは不正確であり、正確には、権利
者において、義務者との間の合意を主張し、これ
に基づく養育費の支払を求める場合には、民事訴
訟によるべきというのが正確である。

　五　家裁の審判ないし調停に取り込む実務上の
　　　工夫
　上記のような前提に立ちながらも、権利者が合
意に言及しつつ養育費の支払を求める家事審判を
申し立てた場合、家裁は当該合意を養育費算定の
一資料としてしん酌するにとどめることによっ
て、家事審判による解決を図ることは可能である
という見解も示されている６）。この見解は、権利
者の申立てが合意それ自体の履行を求めるもので
はないとすることによって、当事者間に協議の余
地が残されているとするものである。しかしなが
ら、この場合、権利者は、一方で養育費につき最
終的な合意は存在しないことを前提にしつつ、他
方で「合意」に類するものを一事情としてしん酌
するよう求めることになるので、家裁としては、
「合意」の内容・効力に関する権利者の主張や家
事審判を申し立てた趣旨につき十分に確認するこ
とが必要であり、権利者が飽くまでも確定的な合
意の成立を前提に、その履行を求める趣旨であれ
ば、申立てを取り下げて、民事訴訟によるべきこ
とを教示すべきである。
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　このほか、権利者が合意に基づいて養育費の履
行を求める場合、家事審判によるべきではない
から家事事件手続法 39 条別表第二に掲げる事項
としての家事調停をすることはできないが、任意
の履行を求める趣旨での調停であれば、同法 244
条の「家庭に関する事件」に属する一般調停とし
て許されるという指摘がある７）。確かに調停の対
象を任意の履行の促しとする限り、理論的な問題
はなく、これを禁じる理由はない。ただし、この
場合には、調停が調わなかったときに審判移行す
ることはない（同法 272 条 4 項の不適用）ことに
注意を要する。調停不成立の際には、申立人は、
別途、民事訴訟を提起しなければならず、実効性
の観点からは限界があるので、家裁はこのような
調停申立てについても受付段階で申立人の意思を
十分に確認しなければならない。

　六　本決定の意義
　本決定は、従来の有力説のとおり、権利者が合
意に基づく養育費の請求をする場合には、民事訴
訟によるべき旨を明確に説示し、債務名義を得る
目的で家事審判を用いることを否定した。権利者
において協議が成立していることを基礎にするの
か否かで、手続の選択が変わることを明らかにし
ており、下級審レベルの判断とはいえ、意義は大
きい。
　最後に 2 点ほど補充する。第 1 点目として、
本決定の規律にしたがっても、五に見たような形
で家裁が関与する実務上の手法は残ると考えられ
る。ただし、このような手法の留意点は、前記の
とおりであり、家裁の関与の余地を広げようとす
るあまり、協議の成立を基礎とする場合としない
場合との間の手続規律の区分を曖昧にすることは
厳に戒めるべきである。第 2点目として、本決
定は、Ｘに改めて民事訴訟を提起することを求め
たにもかかわらず、傍論でＹの養育費の支払の終
了に関する主張について、採用することができな
い旨の判断を示している。本決定は、権利者の早
期救済に配慮し、民事訴訟の提起前に本件紛争に
ついての解決の指針を双方当事者に示したものと
いえる。この部分の判断は、権利者に合意の違反
があるとして、義務者が養育費の支払義務を争う
事案についての事例判断としても、実務上参考に
なろう。

●――注
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　　なお、秋武憲一『離婚調停〔第 4版〕』（日本加除出版、
2021 年）318～319 頁が、養育費に関する合意が存在す
る場合について、相手方が合意を争う場合には訴えを提
起する必要があるとしつつも、家事調停の申立てをする
こともできると指摘する趣旨は、判然としないが、調停
に限定する限り、本文中記載の調停として行うことは可
能である。


